
平成 15年 1月期    個別中間財務諸表の概要 平成 14年 9月 20日

上   場   会   社   名   株式会社サガミチェーン 上場取引所 東 名

コード番号      9900 本社所在都道府県

（ ＵＲＬ　http://www.sagami.co.jp/ ） 愛知県

問合せ先  責任者役職名 取締役管理統括本部担当TEL (052) 771 - 2126

　　　　　　  氏　　        名　　　畑　和夫 中間配当制度の有無　　有

中間決算取締役会開催日　　平成 14年 9月 20日 単元株制度採用の有無　有(１単元　1,000 株)

中間配当支払開始日　　      平成 14年 10月 11日

１. 14年 7月中間期の業績（平成 14年 1月 21日 ～ 平成 14年 7月 20日）
(1)経営成績 　　　（百万円未満切捨）

　　　　  売   上   高 　   　 営　業　利　益 　　　経　常　利　益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

14年 7月中間期 13,530 △ 4.7 △ 12 - 14 △ 95.3
13年 7月中間期 14,191 0.8 299 △ 46.2 311 △ 45.9
14年 1月期 29,778 1,036 1,071

     中間(当期）純利益 　      １ 株 当 た り 中 間

         ( 当 期 ） 純 利 益

百万円 ％ 円　　銭

14年 7月中間期 △ 186 - △ 7.61
13年 7月中間期 △ 50 - △ 2.01
14年 1月期 141 5.68
(注)①期中平均株式数    14年 7月中間期    24,559,450 株   13年 7月中間期    24,972,784 株   14年 1月期    24,880,229 株

     ②会計処理の方法の変更　　 無

     ③売上高、営業利益、経常利益、中間(当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

(2)配当状況
１株当たり
中間配当金

１株当たり
年間配当金

円　銭 円　銭

14年 7月中間期 6.50 －
13年 7月中間期 6.50 －
14年 1月期 － 15.00

(3)財政状態
       　総  資  産        株  主  資　本 株主資本比率 １株当たり

株主資本
百万円 百万円 ％ 円　　銭

14年 7月中間期 24,995 19,513 78.1 795.97
13年 7月中間期 25,723 20,338 79.1 814.44
14年 1月期 26,014 19,980 76.8 812.55
(注)①期末発行済株式数　14年 7月中間期     　24,515,898 株　13年 7月中間期     　24,972,784 株　14年 1月期     　24,589,989 株

 　 ②期末自己株式数　　14年 7月中間期        　456,886 株　13年 7月中間期         　34,217 株　14年 1月期        　382,795 株

２. 15年 1月期の業績予想（ 平成 14年 1月 21日  ～  平成 15年 1月 20日 ）
　 　　　　  売   上   高 　　　経　常　利　益 　　当　期　純　利　益   １株当たり年間配当金

期　　末

百万円 百万円 百万円 円　　銭 円　　銭

通　　期 28,600 770 110 8.50 15.00
（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）   4 円 49 銭 

(注）　上記業績予想は、現時点で入手可能な情報に基づいておりますが、実際の業績は、様々な要因により、予想数値と
　　　　は異なる可能性があります。
　　　　上記業績予想に関する事項は、添付書類の５ページをご参照ください。
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 ２１ 

１．中間財務諸表等１．中間財務諸表等１．中間財務諸表等１．中間財務諸表等    

（１）中間貸借対照表 

（単位 百万円） 

前中間会計期間末 

(平成13年７月20日現在) 

当中間会計期間末 

(平成14年７月20日現在) 

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成14年１月20日現在) 

期  別 

 

 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

(資 産 の 部)  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 資 産       

 １．現 金 及 び 預 金 2,442  2,618  3,343  

 ２．売 掛 金 41  40  44  

 ３．有 価 証 券 959  569  876  

 ４．自 己 株 式 1  ―  ―  

 ５．た な 卸 資 産 258  275  253  

 ６．そ の 他 367  345  321  

 ７．貸 倒 引 当 金 △15  △14  △15  

  流 動 資 産 合 計 4,055 15.8 3,834 15.3 4,823 18.5 

Ⅱ 固 定 資 産       

 １．有 形 固 定 資 産       

  (1) 建 物 5,487  5,553  5,456  

  (2) 構 築 物 1,341  1,312  1,325  

  (3) 機 械 装 置 986  891  925  

  (4) 土 地 6,666  6,664  6,664  

  (5) そ の 他 618  375  477  

  有形固定資産合計 15,101 58.7 14,797 59.2 14,849 57.1 

 ２．無 形 固 定 資 産 255 1.0 271 1.1 264 1.0 

 ３．投資その他の資産       

  (1) 投 資 有 価 証 券 1,331  1,221  1,207  

  (2) 自 己 株 式 32  ―  ―  

  (3) 関 係 会 社 株 式 503  503  503  

  (4) 長期差入保証金 3,739  3,488  3,539  

  (5) そ の 他 704  878  825  

  (6) 貸 倒 引 当 金 △0  △0  △0  

  投資その他の資産合計 6,311 24.5 6,092 24.4 6,076 23.4 

  固 定 資 産 合 計 21,668 84.2 21,161 84.7 21,191 81.5 

  資 産 合 計 25,723 100.0 24,995 100.0 26,014 100.0 
       



 ２２ 

（単位 百万円） 

前中間会計期間末 

(平成13年７月20日現在) 

当中間会計期間末 

(平成14年７月20日現在) 

前事業年度 

要約貸借対照表 

(平成14年１月20日現在) 

期  別 

 

 

科  目 金  額 構成比 金  額 構成比 金  額 構成比 

(負 債 の 部)  ％  ％  ％ 

Ⅰ 流 動 負 債       

 １．買   掛   金 763  646  854  

 ２．一年以内返済長期借入金 133  261  290  

 ３．一年以内償還社債 ―  2,500  ―  

 ４．未   払   金 1,204  1,138  1,220  

 ５．未 払 法 人 税 等 166  54  327  

 ６．賞 与 引 当 金 176  178  148  

 ７．そ   の   他 236  243  223  

  流 動 負 債 合 計 2,681 10.4 5,023 20.1 3,065 11.8 

Ⅱ 固  定  負  債       

 １．社       債 2,500  ―  2,500  

 ２．長 期 借 入 金 124  219  336  

 ３．退 職 給 付 引 当 金 55  217  110  

 ４．預 り 保 証 金 22  21  22  

  固 定 負 債 合 計 2,703 10.5 458 1.8 2,968 11.4 

  負  債  合  計 5,384 20.9 5,482 21.9 6,034 23.2 

(資 本 の 部)       

Ⅰ 資 本 金 6,303 24.5 6,303 25.2 6,303 24.2 

Ⅱ 資 本 剰 余 金       

 １．資 本 準 備 金 7,255  7,255  7,255  

  資 本 剰 余 金 合 計 7,255 28.2 7,255 29.0 7,255 27.9 

Ⅲ 利 益 剰 余 金       

 １．利 益 準 備 金 362  378  378  

 ２．任 意 積 立 金 6,189  5,489  6,189  

 ３．中間(当期)未処分利益 227  545  241  

  利 益 剰 余 金 合 計 6,780 26.4 6,414 25.7 6,810 26.2 

Ⅳ その他有価証券評価差額金 △0 △0.0 △14 △0.1 △16 △0.1 

Ⅴ 自 己 株 式 ― ― △444 △1.7 △372 △1.4 

  資  本  合  計 20,338 79.1 19,513 78.1 19,980 76.8 

  負 債 資 本 合 計 25,723 100.0 24,995 100.0 26,014 100.0 
       

 



 ２３ 

（単位 百万円） 

前中間会計期間 

自 平成13年１月21日 

至 平成13年７月20日 

当中間会計期間 

自 平成14年１月21日 

至 平成14年７月20日 

前事業年度 

要約損益計算書 

自 平成13年１月21日 

至 平成14年１月20日 

 

期  別 

 

 

科  目 金  額 百分比 金  額 百分比 金  額 百分比 

 ％  ％  ％ 

Ⅰ 売 上 高 14,191 100.0 13,530 100.0 29,778 100.0 

Ⅱ 売 上 原 価 4,009 28.3 3,828 28.3 8,560 28.7 

  売 上 総 利 益 10,181 71.7 9,701 71.7 21,217 71.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 9,882 69.6 9,713 71.8 20,181 67.8 

  営 業 利 益 299 2.1 △12 △0.1 1,036 3.5 

Ⅳ 営 業 外 収 益 52 0.4 63 0.5 112 0.4 

Ⅴ 営 業 外 費 用 40 0.3 36 0.3 76 0.3 

  経 常 利 益 311 2.2 14 0.1 1,071 3.6 

Ⅵ 特 別 利 益 0 0.0 0 0.0 0 0.0 

Ⅶ 特 別 損 失 204 1.4 179 1.3 516 1.7 

  税引前中間(当期)純利益  

  又は税引前中間純損失(△) 
106 0.8 △164 △1.2 556 1.9 

  法人税、住民税及び事業税 170 1.2 55 0.4 501 1.7 

  法 人 税 等 調 整 額 △12 △0.0 △32 △0.2 △86 △0.3 

  当 期 純 利 益 又 は 

  中 間 純 損 失(△) 
△50 △0.4 △186 △1.4 141 0.5 

  前 期 繰 越 利 益 278  732  278  

  中 間 配 当 額 ―  ―  162  

  中 間 配 当 に 伴 う 

  利益準備金積立額 
―  ―  16  

  中間(当期)未処分利益 227  545  241  
       

 

 



 ２４ 

中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
１．資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
①満期保有目的債券……償却原価法(定額法) 
②子会社株式及び関連会社株式……移動平均法による原価法 
③その他有価証券 
時価のあるもの 
中間決算末日の市場価格等に基づく時価法(評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価
は、移動平均法により算定) 
時価のないもの 
移動平均法による原価法 

(2) デリバティブ……時価法 
ただし、金利スワップについては、特例処理の要件を満たしている場合は特例処理
を行っております。 

(3) たな卸資産 
商品・製品・原材料・貯蔵品……総平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産 

定率法(ただし建物は定額法) 
なお、耐用年数及び残存価額については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
ただし、事業用定期借地権契約による借地上の建物については、残存価額を零とし、契約残年数を基
準とした定額法 
なお、取得価額が 10 万円以上 20 万円未満のものについては、３年間で均等償却する方法を採用して
おります。 

(2) 無形固定資産 
定額法 
なお、耐用年数については法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 
ただし、ソフトウェア(自社利用分)については、社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法 
また、事業用定期借地権については、契約年数を基準とした定額法 

(3) 長期前払費用 
定額法 
なお、償却期間については主として法人税法に規定する方法と同一の基準によっております。 

３．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率(法人税法の経過措置による法
定繰入率が貸倒実績率を超える場合には法定繰入率)により、貸倒懸念債権等特定の債権については個
別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

(2) 賞与引当金 
従業員に対する賞与支給に備えるため、賞与の支給見込額の当中間期対応分を計上しております。 

(3) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当中
間会計期間末において発生していると認められる額を計上しております。 
なお、会計基準変更時差異(414百万円)については、５年による按分額を費用処理しております。 
また、数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10 年）によ
る定額法により、翌事業年度から費用処理することとしております。 

４．リース取引の処理方法 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、
通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

５．ヘッジ会計の方法 
繰延ヘッジによって行うこととしております。なお、金利スワップについては、特例処理の要件を満た
している場合は特例処理を行っております。 

６．消費税等の処理方法 
消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 

 
（追加情報） 
１．中間貸借対照表 
当中間会計期間から、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則の一部を改正する内閣府
令」（平成 14 年３月 26 日内閣府令第 10 号）附則第２項ただし書きに基づき、資本の部は、資本金、資
本剰余金、利益剰余金及びその他の科目をもって掲記しております。なお、資本準備金は資本剰余金に含
めて表示しております。 

２．自己株式 
従来、資産の部に表示しておりました自己株式は、中間財務諸表等規則の改正により、資本に対する控除
項目として資本の部の末尾に表示しております。 



 ２５ 

【注 記】 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 

（平成 13年７月 20日現在） 

当中間会計期間末 

（平成 14年７月 20日現在） 

前事業年度末 

（平成 14年１月 20日現在） 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

 7,353百万円 

１．有形固定資産の減価償却累計額 

 8,143百万円  

１．有形固定資産の減価償却累計額 

 7,782百万円  

２．担保提供資産 

有形固定資産 698百万円

  担保付債務 
長期借入金 51百万円

一年以内返済

長期借入金 
74百万円

預り金 18百万円

計 143百万円 

２．担保提供資産 

有形固定資産 693百万円 

  担保付債務 
長期借入金 147百万円 

一年以内返済

長期借入金 
184百万円 

預り金 20百万円 

計 351百万円  

２．担保提供資産 

有形固定資産 695百万円 

  担保付債務 
長期借入金 227百万円 

一年以内返済

長期借入金 
207百万円 

預り金 18百万円 

計 454百万円  
３．自己株式 

流動資産    1,217株 

1 百万円 

固定資産    33,000株 

32百万円 

――― ――― 

 

（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 

自 平成 13年１月 21 日 

至 平成 13年７月 20日 

当中間会計期間 

自 平成 14年１月 21 日 

至 平成 14年７月 20日 

前事業年度 

自 平成 13年１月 21 日 

至 平成 14年１月 20日 

１．(1)営業外収益の重要項目 
受 取 利 息 1百万円 

有価証券利息 15百万円 

受 取 配 当 金 2百万円 

受 取 家 賃 17百万円 

(2)営業外費用の重要項目 

支 払 利 息 2百万円 

社 債 利 息 26百万円 

(3)特別利益の重要項目 

貸倒引当金戻入益 0百万円 

(4)特別損失の重要項目 

借地権償却費 22百万円 

建物等除却損 88百万円 

役員退職慰労金 45百万円 

退職給付費用 41百万円 

投資有価証券評価損 4百万円 

ゴルフ会員権評価損 1百万円  

１．(1)営業外収益の重要項目 
受 取 利 息 1百万円 

有価証券利息 11百万円 

受 取 配 当 金 2百万円 

受 取 家 賃 16百万円 

(2)営業外費用の重要項目 

支 払 利 息 3百万円 

社 債 利 息 26百万円 

(3)特別利益の重要項目 

貸倒引当金戻入益 0百万円 

(4)特別損失の重要項目 

建物等除却損 21百万円 

役員退職慰労金 115百万円 

ゴルフ会員権売却損 0百万円 

退職給付費用 41百万円  

１．(1)営業外収益の重要項目 
受 取 利 息 3百万円 

有価証券利息 29百万円 

受 取 配 当 金 8百万円 

受 取 家 賃 35百万円 

(2)営業外費用の重要項目 

支 払 利 息 5百万円 

社 債 利 息 53百万円 

(3)特別利益の重要項目 

貸倒引当金戻入益 0百万円 

(4)特別損失の重要項目 

借地権償却費 22百万円 

建物等除却損 132百万円 

役員退職慰労金 45百万円 

退職給付費用 82百万円 

投資有価証券売却損 116百万円 

投資有価証券評価損 13百万円 

ゴルフ会員権評価損 1百万円 

店舗閉鎖損失 10百万円  
２．減価償却実施額 

有形固定資産 454百万円 

無形固定資産 32百万円  

２．減価償却実施額 

有形固定資産 461百万円 

無形固定資産 8百万円  

２．減価償却実施額 

有形固定資産 957百万円 

無形固定資産 41百万円  
 



 ２６ 

 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 

自 平成 13年１月 21 日 

至 平成 13年７月 20日 

当中間会計期間 

自 平成 14年１月 21 日 

至 平成 14年７月 20日 

前事業年度 

自 平成 13年１月 21 日 

至 平成 14年１月 20日 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

有  形 

固定資産 

そ の 他 

 
無  形 

固定資産 
 合 計 

 

取得価額相

当額 

 
百万円 

210 
 
百万円 

38 
 
百万円 

249 

減価償却累

計額相当額 
 60  6  66 

中間期末残

高相当額 
 149  32  182 

 なお、取得価額相当額は、

未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び中間期末残高相当額 

  

有  形 

固定資産 

そ の 他 

 
無  形 

固定資産 
 合 計 

 

取得価額相

当額 

 
百万円 

222 
 
百万円 

38 
 
百万円 

261 

減価償却累

計額相当額 
 103  13  117 

中間期末残

高相当額 
 118  24  143 

 なお、取得価額相当額は、

未経過リース料中間期末残高

が有形固定資産の中間期末残

高等に占める割合が低いた

め、支払利子込み法により算

定しております。 

リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外の

ファイナンス・リース取引に係

る注記 

①リース物件の取得価額相当

額、減価償却累計額相当額及

び期末残高相当額 

  

有  形 

固定資産 

そ の 他 

 
無  形 

固定資産 
 合 計 

 

取得価額相

当額 

 
百万円

213 
 
百万円 

38 
 
百万円 

252 

減価償却累

計額相当額 
 82  9  92 

中間期末残

高相当額 
 130  28  159 

 なお、取得価額相当額は、

未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 
②未経過リース料中間期末残高

相当額 
１ 年 以 内 49百万円

１ 年 超 132百万円

合     計 182百万円

 なお、未経過リース料中間

期末残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

②未経過リース料中間期末残高

相当額 
１ 年 以 内 65百万円 

１ 年 超 78百万円 

合     計 143百万円 

 なお、未経過リース料中間

期末残高相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固

定資産の中間期末残高等に占

める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しており

ます。 

②未経過リース料期末残高相当

額 
１ 年 以 内 50百万円 

１ 年 超 109百万円 

合     計 159百万円 

 なお、未経過リース料期末

残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の

期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法によ

り算定しております。 

 

③支払リース料及び減価償却費

相当額 
支払リース料 23百万円

減価償却費相当額 23百万円 

③支払リース料及び減価償却費

相当額 
支払リース料 25百万円 

減価償却費相当額 25百万円  

③支払リース料及び減価償却費

相当額 
支払リース料 48百万円 

減価償却費相当額 48百万円  

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし､

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし､

残存価額を零とする定額法に

よっております。 

④減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし､

残存価額を零とする定額法に

よっております。 
 

 

（有価証券関係） 

前中間会計期間末（平成 13 年７月 20 日現在）、当中間会計期間末（平成 14 年 7 月 20 日現在）及

び前事業年度末（平成 14年１月 20日現在） 

子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 


